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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第55期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第54期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 2,667,0662,838,84211,128,525

経常損益（千円） 36,567 △45,960 74,317

四半期（当期）純利益（千円） 17,242 28,543 121,685

純資産額（千円） 5,397,1495,435,7995,444,931

総資産額（千円） 15,858,39115,576,52915,480,880

１株当たり純資産額（円） 700.71 705.74 706.91

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 2.24 3.71 15.80

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 34.0 34.9 35.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△78,702 519,553 469,367

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△20,006 22,353△726,379

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
463,947△42,647 254,129

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 719,117 850,328 351,069

従業員数（人） 435 459 421

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第54期及び第55期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益ならびに第54期潜在株式調整後１株当たり当

期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 459 (249)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 346 (212)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　本報告書のこの項以下に記載する金額は、消費税等を含んでおりません。

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

前年同期比（％）

コンタクトレンズ・ケア用品（千円） 549,543 79.9

合計（千円） 549,543 79.9

（注）金額は製造原価によっております。

(2）商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

前年同期比（％）

コンタクトレンズ・ケア用品（千円） 724,621 120.5

眼鏡（千円） 138,987 78.2

報告セグメント計（千円） 863,609 110.8

その他（千円） 129,005 81.5

合計（千円） 992,614 105.9

（注）金額は仕入価額によっております。

(3）受注状況

　当社グループは見込生産を行っているため、該当事項はありません。

(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

前年同期比（％）

コンタクトレンズ・ケア用品（千円） 2,327,432 111.0

眼鏡（千円） 340,160 89.4

報告セグメント計（千円） 2,667,592 107.7

その他（千円） 171,249 90.6

合計（千円） 2,838,842 106.4

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

　　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策効果等により景気の回復基調が見られ始めまし

たものの、国際金融情勢の影響による株安や円相場の急激な高騰等、依然として先行き不透明な状況が続いており

ます。

　　コンタクトレンズや眼鏡業界におきましても、小売市場における販売競争激化に伴い販売価格の低下が長期化する

等、厳しい状況が続いております。

　　このような状況の中、当社グループといたしましては、平成23年３月期を『事業基盤強化と次の成長へのチャレン

ジ』の基点の年とし、収益体質の強化のため、遠近両用レンズやトーリック等の新商品投入による商品スペックの

多様化や子会社小売店舗の販売力アップに取組んでおります。

　　この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は2,838百万円（前年同期比6.4％増）となりましたものの、主力商

品のひとつ「シードファイン」シリーズ（１日使い捨て・２週間交換・１ヶ月）のＵＶカット化による新旧商品

入れ換えコストが４、５月に一過的に集中したため粗利益を圧迫したことや、取扱施設の増加に伴う広告宣伝費や

子会社の新宿タワービジョンの新装開店初期費用が膨らんだため、営業損失17百万円（前年同期営業利益56百万

円）、経常損失45百万円（前年同期経常利益36百万円）となりました。四半期純利益につきましては、固定資産売却

益や税効果の影響により28百万円（前年同期比65.5％増）となりました。

　

　　セグメントの業績は次のとおりであります。

　（コンタクトレンズ・ケア用品）

　コンタクトレンズ・ケア用品については、積極的な営業活動により「シードワンデーピュア」やケア用品の

「ピュアティモイスト」等が伸長しまして、売上高は2,327百万円（前年同期比11.0％増）となりました。しかしな

がら、前述にもありますとおり、「シードファイン」シリーズＵＶカット化に伴う商品入れ換えによる粗利益圧迫

に加えて、新宿タワービジョンの新装開店費用や薬物放出制御（ＤＤＳ）機能を備えたコンタクトレンズの開発費

用等、収益体質強化のための先行費用を投下していることにより、営業利益は77百万円（前年同期比45.9％減）と

なりました。

　（眼鏡）

　眼鏡につきましては、小売市場における低価格販売の長期化等が影響し、売上高は340百万円（前年同期比10.6％

減）となりましたものの、前期下期より着手しました組織改編をはじめとする事業利益確保のための諸施策効果

が、低価格販売に伴う粗利益減少を克服し、営業利益12百万円（前年同期比47.3％増）となりました。

　（その他）

　その他につきましては、眼内レンズ市場の販売競争激化や子会社の携帯電話部門の取扱メーカー追加による効果

も一巡したこと等により、売上高は171百万円（前年同期比9.4％減）、営業損失は30百万円（前年同期営業損失15

百万円）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、850百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、519百万円となりました。これは主に、売上債権やたな卸資産の減少によるもの

であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、22百万円となりました。これは主に、土地の売却によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、42百万円であります。これは主に、借入金の返済や配当金の支払いによるもので

あります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、90百万円であります。なお、当第１四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,424,000

計 26,424,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,112,000 9,112,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）
単元株式数　100株

計 9,112,000 9,112,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 1,679

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ――――――

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 167,900

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　新株予約権１個あたり 63,100

新株予約権の行使期間 自平成21年５月１日　至平成24年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

631

316

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできないものとする。

権利行使請求日の属する月の前月の大阪証券取引所におけ

る当社普通株式の終値の平均値が、行使価額を300円以上上

回っている場合に限り、行使することができる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ――――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ――――――

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 9,112,000 － 1,841,280 － 2,474,160

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直

前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　　　①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 1,409,600
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,700,900 77,009 ―

単元未満株式 普通株式　　　 1,500 ― ―

発行済株式総数 9,112,000 ― ―

総株主の議決権 ― 77,009 ―

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

　㈱シード

東京都文京区本郷２

－40－２
1,409,600 － 1,409,600 15.47

計 － 1,409,600 － 1,409,600 15.47
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 350 324 322

最低（円） 300 323 320

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日以後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について清和監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 850,328 351,069

受取手形及び売掛金 1,857,411 1,984,729

商品及び製品 1,766,000 1,927,179

仕掛品 726,900 696,299

原材料及び貯蔵品 115,040 120,918

未収入金 212,663 263,319

その他 598,271 519,726

貸倒引当金 △112,919 △131,423

流動資産合計 6,013,698 5,731,817

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※3
 2,109,825

※3
 2,023,494

機械装置及び運搬具（純額） ※3
 2,188,089

※3
 2,313,457

土地 ※3
 2,765,992

※3
 2,769,208

リース資産（純額） 210,365 234,047

建設仮勘定 23,613 149,813

その他（純額） ※3
 151,312

※3
 157,991

有形固定資産合計 ※1
 7,449,198

※1
 7,648,013

無形固定資産 91,988 91,029

投資その他の資産 ※2, ※3
 2,021,642

※2
 2,010,020

固定資産合計 9,562,830 9,749,063

資産合計 15,576,529 15,480,880
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 675,186 577,116

短期借入金 6,196,021 4,573,525

リース債務 127,895 126,002

未払法人税等 11,199 38,865

賞与引当金 132,830 69,130

その他 584,444 602,956

流動負債合計 7,727,576 5,987,596

固定負債

長期借入金 1,417,656 3,018,058

リース債務 84,187 112,059

退職給付引当金 814,909 813,057

役員退職慰労引当金 33,401 42,178

その他 63,000 63,000

固定負債合計 2,413,153 4,048,352

負債合計 10,140,729 10,035,949

純資産の部

株主資本

資本金 1,841,280 1,841,280

資本剰余金 2,474,160 2,474,160

利益剰余金 1,549,576 1,559,545

自己株式 △445,513 △445,485

株主資本合計 5,419,503 5,429,499

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,296 15,431

評価・換算差額等合計 16,296 15,431

純資産合計 5,435,799 5,444,931

負債純資産合計 15,576,529 15,480,880
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,667,066 2,838,842

売上原価 1,446,580 1,612,172

売上総利益 1,220,485 1,226,670

販売費及び一般管理費 ※
 1,164,362

※
 1,243,752

営業利益又は営業損失（△） 56,122 △17,082

営業外収益

受取利息 700 532

受取配当金 806 890

受取賃貸料 3,524 24,210

為替差益 3,043 4,899

その他 1,235 10,069

営業外収益合計 9,310 40,602

営業外費用

支払利息 27,844 32,594

賃貸費用 － 34,761

その他 1,020 2,124

営業外費用合計 28,864 69,480

経常利益又は経常損失（△） 36,567 △45,960

特別利益

貸倒引当金戻入額 748 19,635

固定資産売却益 － 33,696

特別利益合計 748 53,332

特別損失

投資有価証券評価損 289 －

前期損益修正損 14,116 －

特別損失合計 14,405 －

税金等調整前四半期純利益 22,911 7,371

法人税、住民税及び事業税 11,528 6,888

法人税等調整額 △5,860 △28,060

法人税等合計 5,668 △21,171

少数株主損益調整前四半期純利益 － 28,543

四半期純利益 17,242 28,543
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 22,911 7,371

減価償却費 289,451 224,177

貸倒引当金の増減額（△は減少） △310 △29,064

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,120 1,852

賞与引当金の増減額（△は減少） 60,830 63,700

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,350 △8,777

受取利息及び受取配当金 △1,506 △1,423

支払利息 27,844 32,594

有形固定資産売却損益（△は益） － △33,696

前期損益修正損益（△は益） 14,116 －

売上債権の増減額（△は増加） △135,969 137,870

たな卸資産の増減額（△は増加） 105,477 136,453

仕入債務の増減額（△は減少） △72,018 98,070

その他 △272,103 △53,344

小計 37,952 575,784

利息及び配当金の受取額 1,506 1,423

利息の支払額 △27,618 △32,637

法人税等の支払額 △32,456 △26,072

法人税等の還付額 － 1,054

製品回収関連費用の支払 △58,086 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △78,702 519,553

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19,005 △10,641

有形固定資産の売却による収入 － 35,430

投資有価証券の取得による支出 △1,150 △149

貸付金の回収による収入 2,100 13,790

その他 △1,951 △16,074

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,006 22,353

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 199,000 19,296

長期借入れによる収入 500,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △188,500 △197,202

自己株式の取得による支出 △4 △28

配当金の支払額 △17,020 △33,326

リース債務の返済による支出 △29,527 △31,387

財務活動によるキャッシュ・フロー 463,947 △42,647

現金及び現金同等物に係る換算差額 △50 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 365,187 499,259

現金及び現金同等物の期首残高 353,929 351,069

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 719,117

※
 850,328
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項の変更 　該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。これに伴う損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の算出については、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降

に経営環境や一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前

連結会計年度において使用した業績予測やタックス・プランニングに当該影

響を加味して算出したものを利用する方法によっております。

４．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、4,959,837千円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、4,749,045千円で

あります。

※２．投資その他の資産から直接控除している貸倒引当金

の額は250,948千円であります。

※２．投資その他の資産から直接控除している貸倒引当金

の額は261,508千円であります。

※３．下記資産を長期借入金2,459,000千円（一年以内返

済予定の長期借入金を含む）、短期借入金1,244,445千

円の担保に提供しております。

※３．下記資産を長期借入金2,768,500千円（一年以内返

済予定の長期借入金を含む）、短期借入金1,241,200千

円の担保に提供しております。　

 建物及び構築物 　1,640,159(1,576,532)　千円

 機械装置及び運搬具 　1,940,177(1,940,177)　　

 土地　 　1,755,699(996,731)　　

 その他有形固定資産　 　85,319(85,319)　　

 投資有価証券　 　134,858(－)　　

 　　　合計 　5,556,212(4,598,760)　　

　上記のうち（　）内書きは工場財団抵当に供している

資産であります。

 建物及び構築物 　1,548,113(1,483,777)　千円

 機械装置及び運搬具 　2,051,968(2,051,968)　　

 土地　 　1,278,202(996,731)　　

 その他有形固定資産　 　87,701(87,701)　　

 　　　合計 　4,965,985(4,620,178)　　

　上記のうち（　）内書きは工場財団抵当に供している

資産であります。　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 242,250千円

賞与引当金繰入額 44,830　

退職給付費用 15,943 

給与手当 265,438千円

賞与引当金繰入額 48,060　

退職給付費用 17,370 

広告宣伝費 142,781 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 722,617

預け入れ期間が３ヶ月を超える定

期預金
△3,500

現金及び現金同等物 719,117

　

 （千円）

現金及び預金勘定 850,328

現金及び現金同等物 850,328
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　9,112,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　1,409,687株

３．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 38,511 5.0平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

コンタクト
レンズ・ケ
ア用品事業
（千円）

眼鏡事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,097,393380,610189,0612,667,066－ 2,667,066

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 2,097,393380,610189,0612,667,066－ 2,667,066

営業利益又は営業損失（△） 143,999 8,232△15,018137,213△81,090 56,122

　（注）　　事業区分の方法及び各区分に属する主要な品目の名称

事業は、製品、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。また、これらの事業区分に属する

主要な品目は次のとおりであります。

事業区分 主要製商品名

コンタクトレンズ・ケア用品

事業

コンタクトレンズ（ハード系、ソフト系、ディスポーザブル（使い捨て）レンズ）、

ケア用品（洗浄液、保存液、酵素洗浄液、コンセプトクイック、ソフトメイト、シードゥソフトケア、保存ケース

他）、及びその関連事業

眼鏡事業 眼鏡レンズ、眼鏡フレーム（ビビッドムーン、プラスミックス、アイシード、他）、眼鏡備品、その他

その他事業 眼内レンズ、その他

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がな

いため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間において、海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の事業構成のうち個別の財務情報の集積が可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、営業本部内に営業企画部と各製品別の営業部を設置し、販売戦略やプロモーション戦略等を立案

し、営業活動を展開しており、その重要性や関連性から「コンタクトレンズ・ケア用品」と「眼鏡」の２つ

のセグメントを報告セグメントとしております。

「コンタクトレンズ・ケア用品」は、コンタクトレンズやケア用品、及びその関連商品等を販売しており

ます。「眼鏡」は、眼鏡フレームや眼鏡レンズ、眼鏡備品等を販売しております。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他（注） 合計コンタクトレン
ズ・ケア用品

眼鏡 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,327,432　 340,160　 2,667,592　 171,249　 2,838,842　
セグメント間の内部売上高又
は振替高

－　 －　 －　 －　 －　

計 2,327,432　 340,160　 2,667,592　 171,249　 2,838,842　

セグメント利益又は損失（△） 77,890　 12,128　 90,018　 △30,393　 59,625　

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれないセグメントであり、眼内レンズや携帯電話事業等を含んでお

ります。 

 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 90,018　

「その他」の区分の利益 △30,393　

セグメント間取引消去 －　

のれんの償却額 －　

全社費用（注） △76,707　

棚卸資産の調整額 －　

四半期連結損益計算書の営業利益 △17,082　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社の総務部や経理・情報システム部等の管理部門に係る費

用であります。 

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。 

 

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）

を適用しております。
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（金融商品関係）

　　　　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（デリバティブ取引関係）

　　　　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　　　　　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当社及び当社グループは、事務所や工場等の不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復に係る債務等を有して

おりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確ではなく、かつ現時点において将来退去する予定もない

こと等から、資産除去債務を合理的に見積もることが困難であるため、当該債務に見合う資産除去債務を計上して

おりません。　

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 705.74円 １株当たり純資産額 706.91円

２．１株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2.24円 １株当たり四半期純利益金額 3.71円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益         

四半期純利益（千円） 17,242 28,543

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 17,242 28,543

期中平均株式数（株） 7,702,432 7,702,367

（重要な後発事象）

当社は平成22年７月20日開催の当社取締役会において、下記のとおり第１回無担保社債の発行について決議を

し、７月23日に発行をいたしました。

　

 （1）社債の名称　 株式会社シード第１回無担保社債（分割禁止特約付・少人数私募）　

 （2）社債総額　 金28億円　
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 （3）社債の利率　 年1.40％　

 （4）各社債の金額　 金100,000,000円の１種　

 （5）発行価額　 各社債の金額100円に付き金100円　

 （6）償還価額　 各社債の金額100円に付き金100円

 （7）償還期限　 平成27年７月23日（５年債）　

 （8）利払日　 ６月末及び12月末　

 （9）払込期日（発行日）　 平成22円７月23日　

（10）担保等　 無担保、無保証　

（11）資金使途　 長期運転資金及び既存借入金の返済　

　

（リース取引関係）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。　

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月14日

株式会社シード

取締役会　御中

清和監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 筧　　悦生　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 江黒　崇史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シードの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シード及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

株式会社シード

取締役会　御中

清和監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 筧　　悦生　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 江黒　崇史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シードの平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シード及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報　

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年７月20日に取締役会にて総額28億円の社債発行を決議し、平成

22年７月23日に当該社債を発行している。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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